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単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

【健康福祉政策課】 

 

健康医療福祉行政企

画調整費 

 

 

    156,669 

(12,035) 

 

国     589 

 

使     684 

 

財    2,491 

 

㊀   152,905 

 

 

１ 医療福祉拠点整備事業              145,613 

   令和27年（2045年）を見据えた医療福祉を推進するため、県庁周

辺県有地を活用し、医療福祉拠点を整備する。 

 

(1) （仮称）第二大津合同庁舎の整備         144,989 

医療福祉拠点のうち医療福祉センター機能等を担う（仮称）

第二大津合同庁舎の整備を行う。 

 

 

 

○新  (2) 医療福祉連携ネットワークの構築           594 

県全域における医療福祉人材の確保や多様な職種の連携を推

進するため、医療福祉拠点を核とする関係者によるネットワー

クの構築に向けた取組を行う。 

 

 

地域福祉推進費 

 

   1,058,887 

(706,738) 

 

国   106,287 

 

㊀   952,600 

 

すべての住民が地域で安心して暮らせる支え合いの共生社会の構築

を目指して、地域福祉推進の体制整備を図る。 

 

１ 再犯防止推進事業                 33,583 

   犯罪をした者等の円滑な社会復帰を促進するため、国との適切な

役割分担を踏まえ、関係者と連携した取組を行う。 

 

①地域生活定着支援センター事業委託料  30,212 

  ②再犯防止地域支援員設置事業委託料    3,000 

 

２ 重層的支援体制整備事業交付金           789,386 

   重層的支援体制整備事業に取り組む市町に交付金を交付するこ

とにより、地域住民の複合化・複雑化した支援ニーズに対応する包

括的な支援体制を整備する。 

 

①介護分野              335,619 

  ②障害分野               69,861 

  ③子ども分野             306,358 

  ④生活困窮分野              250 

  ⑤多機関協働事業等           77,298 

 

３ つながりを大切にした孤独・孤立対策事業       2,506 

   孤独・孤立に関する課題が顕在化・深刻化する中で、相談機関や

地域の多様な居場所に関する情報発信、フォーラムの開催等によ

り、必要な人に支援が届けられるよう取組を促進する。 

 

  ①「つながり」を大切にした孤独・孤立対策事業委託料 1,500 

  ②こころのサポートしが（ＬＩＮＥ相談）事業委託料  1,000 

 

①新築工事設計委託等            140,209 

②計画通知申請手数料等            4,780 
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単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

福祉のまちづくり推

進費 

 

4,906 

(4,657) 

 

国     42 

 

㊀    4,864 

 

誰もが住みたくなる福祉のまちづくり推進およびユニバーサルデザ

インの普及啓発を実施する。 

 

１ ユニバーサルデザイン推進事業            4,237 

   淡海ユニバーサルデザイン行動指針の基本理念や目指す方向を

踏まえ、ユニバーサルデザインの理解促進や取組推進を図る。 

 

○新 挑(1) 県内観光施設等のバリアフリー調査事業       2,640 

    第 79 回国民スポーツ大会・第 24 回全国障害者スポーツ大会を

契機に様々な来県者に魅力ある県内観光地を訪れてもらうこと

を目的に、障害当事者による県内観光施設等のバリアフリー調査

を実施する。 

 

 

低所得者自立更生融

資対策費 

 

72,938 

(140,169) 

 

国   42,815 

 

㊀   30,123 

 

生活困窮世帯等に対する相談支援等により、その世帯の社会的・経済

的自立更生を推進する。 

 

１ 生活困窮者自立支援事業              29,869 

   生活困窮世帯等に対して、郡部における相談支援を実施するとと

もに、市等が行う相談支援等に対する広域的支援を行う。 

 

   ①自立相談支援事業委託料         22,060 

②就労準備支援事業委託料          2,964 

③就労訓練推進事業委託料           300 

④家計改善支援事業委託料          1,650 

⑤支援員養成研修事業委託料         1,275 

 

 

 

 

社会福祉事業振興費 

 

    108,776 

(108,990) 

 

国     476 

 

㊀   108,300 

 

身近な地域において、住民の生活に関する相談助言を行い、適切な福

祉サービス等について情報提供等を行う民生委員・児童委員活動を推進

する。 

 

１ 民生委員・児童委員活動推進事業          108,776 

   民生委員・児童委員が地域において円滑に活動できるよう活動費

の交付および各種研修等について補助等を行う。 

 

①民生委員児童委員研修事業委託料        952 

②民生委員児童委員協議会連合会活動費補助  29,170 

③民生委員活動費交付金           77,748 
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単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

生活保護費 

 

1,190,435 

(1,344,053) 

 

国   774,582 

 

㊀   415,853 

 

郡部の生活困窮世帯に対して生活保護費を支給するとともに、各市が

支弁した生活保護費のうち県が負担すべき費用を交付する。 

 

１ 生活保護費                   1,032,776 

   郡部の生活困窮世帯に対して生活保護費を支給する。 

 

 

２ 生活保護費県費負担金（12市）           157,659 

   各市が支弁した扶助費のうち、生活保護法に基づいて県が負担す

べき費用を各市に交付する。 

 

 

 

 

災害救助対策費 

 

45,171 

(49,269) 

 

財     264 

 

繰   11,341 

 

㊀   33,566 

 

○新１ 令和６年能登半島地震被災者支援事業        33,526 

 令和６年能登半島地震により被災した石川県へＤＷＡＴ（災害派遣

福祉チーム）の派遣や民間の福祉関係職員等の派遣を行うとともに、

本県への広域避難者に対し食糧等の支援を行う。 

 

(1) ＤＷＡＴ（災害派遣福祉チーム）の派遣        12,626 

 

(2) 社会福祉施設等に対する福祉関係職員等の派遣     16,134 

 

(3) 広域避難者への食糧等支援              4,766 

 

 

 

 

地域健康医療福祉総

務費 

 

107,323 

(76,168) 

 

国   25,147 

 

使     280 

 

諸     328 

 

起    4,100 

 

㊀   77,468 

 

○新１ 対人支援管理システム事業費            50,342 

   保健所等が行う県民個人の健康相談や法対応（精神保健福祉法、

感染症法、難病法等）等の対人支援に係る記録等についてのシステ

ムを導入する。 

 

  [債務負担行為] 

    期間：令和７年度～令和 11 年度 

限度額：29,631 

内容：対人支援管理システムの運用管理 
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単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

【医療政策課】 

 

地域保健推進費 

 

 

11,846 

     (2,950) 

 

国      484 

 

㊀   11,362 

 

 

地域保健従事者が新たな健康課題に取り組むための人材育成体制を

構築する。 

 

１ 地域保健研修費                  10,282 

 

○新  (1) 令和６年能登半島地震対応業務             8,167 

    能登半島の被災市町の避難所支援に保健師等のチームを派遣 

し、健康支援・衛生管理業務等を行う。 

 

 

病院事業繰出金 

 

   3,945,103 

(3,807,171) 

 

㊀  3,945,103 

 

 

高度な専門的保健医療を提供し、県民の健康増進と保健福祉の向上を

目指すため、県立総合病院等に対し、地方公営企業法に基づく一般会計

からの繰出しを行い、病院経営基盤の確立を図る。 

 

１ 病院事業負担金                 3,396,914 

 

 

２ 保健衛生行政等負担金               378,922 

 

 

３ 共済組合追加費用等負担金             169,267 

 

 

 

 

母子保健対策費 

 

    259,256 

   (271,338) 

 

国   202,024 

 

㊀   57,232 

 

安全安心な出産を迎えるため、周産期医療体制の充実・強化を図る。 

 

１ 周産期保健医療対策費               259,256 

 

(1) 総合周産期母子医療センター運営費補助      122,066 

① 大津赤十字病院                83,158 

② 滋賀医科大学医学部附属病院          38,908 

 

 

(2) 地域周産期母子医療センター運営費補助       77,076 

① 長浜赤十字病院                47,590 

② 近江八幡市立総合医療センター         29,486 
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単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

医療機関等整備費 

 

    42,719 

    (37,889) 

 

国   42,719 

 

県民に適正かつ質の高い医療を提供するため、医療提供体制の整備を 

図る。 

 

１ 原油価格・物価高騰対策事業（医療機関）       12,240 

 

(1) 光熱費支援事業                  12,240 

    原油価格・物価高騰に伴い、光熱費の負担が大きい特別高圧電

力を利用する医療機関に支援金を支給することにより、医療機関

の安定運営を図る。 

 

 

救急医療対策費 

 

    352,125 

   (369,053) 

 

国   168,769 

 

諸    2,761 

 

㊀   180,595 

 

救急医療体制について、運営面の充実や医療施設間の連携強化、診療

体制の拡充など総合的な拡充整備を図る。 

 

１ 救急医療機関運営費等補助事業           312,164 

 

  (1) 救命救急センター運営費補助           312,164 

    重篤救急患者の医療の確保を図るため、救命救急センターの運

営費に対し補助する。 

① 大津赤十字病院                114,450 

② 済生会滋賀県病院               114,450 

③ 長浜赤十字病院                83,264 

 

 

地域医療総合確保事

業費 

 

   2,244,193 

  (3,073,473) 

 

国   867,324 

 

財     638 

 

繰   936,983 

 

諸    2,795 

 

㊀   436,453 

 

安心で快適な環境のもとで医療介護サービスが受けられるよう、効率

的で質の高い医療提供体制の構築および医療人材の確保等を図る。 

 

１ 地域医師確保推進事業               1,505,446 

 

  (1) 地域医療介護総合確保基金積立金        1,301,625 

    地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法

律に基づき、地域における医療および介護の総合的な確保のため

の事業を安定的・継続的に実施するため、基金の積み増しを行う。 

 

  (2) 医学生修学資金等貸与事業            144,000 

    滋賀医科大学やその他の大学の医学生に対し修学資金等を貸

与する。 

 

○新 挑(3) 滋賀の地域医療をリードする医師育成事業      6,000 

    県内の地域医療の発展に貢献することを目的として、海外およ

び国内へ留学する医師に対し、資金を貸与する。 

 

 

病院（特別高圧電力使用機関） 3 施設 
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単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

   

２ 滋賀県医師キャリアサポートセンター運営事業     49,764 

   滋賀医科大学と共同で設置している滋賀県医師キャリアサポー

トセンターにおいて、キャリア形成プログラムの策定や若手医師・

女性医師の相談窓口の運営等を行う。 

 

 

３ 医療勤務環境改善支援事業             161,546 

 

  (1) 滋賀県医療勤務環境改善支援センター運営委託事業  7,661 

    滋賀県医療勤務環境改善支援センターにおいて、県内医療機関

の勤務環境改善に向けた取組を支援する。 

 

  (2) 病院勤務環境改善支援事業費補助         153,885 

    県内病院が勤務医の労働時間短縮のために実施する総合的な

取組に要する経費や、勤務環境改善のために産休・育休等に係る

代替職員、医師事務作業補助者および看護補助者を雇用する経費

等に対し補助する。 

 

 

４ 地域医療介護のための看護職員資質向上事業     42,845 

 

  (1) 認定看護師育成・特定行為研修受講促進事業費補助  18,387 

    在宅療養に関連する分野の認定看護師の資格取得や、看護師の

特定行為に係る研修を受講する経費等に対し補助する。 

 

 

５ 地域医療介護のための看護職員確保定着事業     110,934 

 

  (1) 病院内保育所運営費補助（民間立等19病院）     75,500 

    医療従事者の離職防止・復職支援のため、病院内保育所の運営

費に対し補助する。 

 

  (2) 医療職の魅力！情報発信事業            6,512 

    看護をはじめ医療職の魅力を紹介する冊子や動画等を活用し、

ＳＮＳ等によるデジタルプロモーションを展開する。 

 

○新  (3) 滋賀県地域医療を担う看護職員養成奨学金貸与事業  18,000 

    県内の看護系学科を持つ３大学の地域枠学生に対し、奨学金を

貸与する。 

 

○新  (4) 看護地域枠キャリア形成支援事業費補助       9,000 

    県内の看護系学科を持つ３大学の地域枠学生に対し、各大学が

実施するキャリア形成支援にかかる経費に対し補助する。 
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単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

   

６ 地域医療介護のための潜在看護力活用事業      48,239 

 

  (1) ナースセンター事業                48,239 

    滋賀県ナースセンターにおいて、相談窓口の設置や研修会を開

催するなど、潜在看護職の復職支援等を行う。 

 

 

７ 病床機能分化促進事業               39,750 

 

  (1) 病床転換事業                   19,662 

    病床機能分化・連携を促進するため、病院が実施する回復期病

床への転換にかかる施設・設備整備費を補助する。 

   ① 琵琶湖大橋病院               14,850 

   ② 市立野洲病院                4,050 

   ③ ヴォーリズ記念病院              762 

 

  (2) 病床削減事業                   20,088 

    地域医療構想の実現に向けて、病院が実施する病床削減を伴う

施設整備費を補助する。 

①  南草津野村病院               20,088 

 

 

○新８ 湖北圏域病院再編推進事業             15,573 

 

  (1) 病院再編協議促進事業               15,000 

    長浜市が協議会を設置し、区域内の３病院（市立長浜病院・長

浜赤十字病院・長浜市立湖北病院）の再編に向けた検討を行うた

めの費用に対し補助する。 

 

  (2) 連携・交流促進事業                 573 

    ３病院の医師や看護師等の合同カンファレンスを実施するな

ど、再編に向けた病院間の連携・交流を促進する。 

 

９ 地域医療機関物価高騰対策事業           45,359 

 

  (1) 食材料費支援事業                 45,359 

    入院患者の食材料費高騰の影響を受ける医療機関に対して、支

援金を支給することにより、医療機関の安定運営を図る。 

 

10 医療情報ＩＣＴ化推進事業             10,620 

   ＩＣＴを活用した医療情報連携ネットワークの運用等に対し支

援する。 

 

① 病院        58 施設 

② 有床診療所     33 施設 
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単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

医療機関等指導費 

 

211,236 

(64,644) 

 

国    9,182 

 

使    3,271 

 

財     55 

 

繰   190,135 

 

㊀    8,593 

 

県内における医師の確保や地域・診療科偏在の解消等を図る。 

 

１ 医師確保総合対策事業               200,711 

 

○新  (1) がんばる医療応援補助              185,000 

    労働時間短縮や勤務環境改善に資するシステムおよび施設設

備等にかかる経費に対し補助する。 

 

看護職員確保等対策

費 

 

296,427 

(270,489) 

 

国   49,318 

 

使    8,639 

 

諸   53,000 

 

㊀   185,470 

 

看護職員の養成や確保・定着、資質向上を図るとともに、潜在看護職

員の復職支援を行う。 

 

１ 看護職員の確保定着                205,824 

 

  (1) 看護職員修学資金等貸与事業           179,824 

    看護学生等に対し、修学資金等を貸与する。 

 

 

  (2) 病院内保育所運営費補助（公立・公的10病院）    26,000 

    医療従事者の離職防止・復職支援のため、病院内保育所の運営

費に対し補助する。 

 

 

○新２ 看護補助者処遇改善事業              47,113 

   看護補助者の配置を要件とする診療報酬を算定する病院および

有床診療所で勤務する看護補助者を対象に、賃上げ効果が継続され

る取組を行うことを前提として、月額平均 6,000 円相当の賃金を引

き上げるための措置に必要な経費を支援する。 

 

 

 

 

病院        58 施設 

有床診療所     27 施設 
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単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

【健康危機管理課】 

 

感染症対策費 

 

 

    329,925 

  (57,801,156) 

 

国   159,773 

 

繰   20,838 

 

諸   10,990 

 

㊀   138,324 

 

 

 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に基づき、

予防対策、医療機関の整備、感染症の情報収集および周知、感染症発生

時の対応、肝炎治療など、感染症対策を総合的に推進する。 

 

１ 感染症予防対策事業                   66,757 

   感染症に関する人材を育成するとともに、感染症指定医療機関等

の施設整備および運営費等を補助することにより、感染症の迅速な

拡大防止を図り、県民の安全を確保する。 

 

  (1) 感染症指定医療機関への運営費補助         38,696 

    感染症指定医療機関の運営費を補助することにより、感染症患

者への良質かつ適切な医療の提供を図る。（７病院） 

 

  (2) 保健衛生施設等施設・設備整備費補助金       4,290 

    感染症対応医療機関の施設整備を補助することで、感染症医療

体制の強化を図る。 

 

   ・市立大津市民病院                 4,290 

     

 

                                                      

２ 感染症発生時対策事業費               50,307 

感染症患者発生時にまん延の防止を図る。 

 

  (1) 衛生科学センターにおける新型コロナウイルス検査体制の 

整備                       13,126 

    衛生科学センターにおいて新型コロナウイルス感染症にかか

るＰＣＲ検査を実施できる体制を継続して確保する。 

 

 

３ ウイルス性肝炎対策事業               28,551 

   ウイルス性肝炎対策のため、肝炎検査・相談業務、感染予防の知

識の周知・啓発を実施する。また、受診勧奨の実施および精密検査

費用の助成により、重症化の予防を図る。 

 

 

４ 肝炎治療特別促進事業               63,415 

   ウイルス性肝炎の早期治療の促進のため、治療に係る医療費助成

を実施する。 
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単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

   

５ 結核対策特別促進事業               10,694 

   結核対策を推進するため、薬局と連携した服薬療養支援の実施、

保健所の健康診断機能の強化、結核に係わる人材の育成等を実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

６ 風しん対策推進事業                14,102 

   抗体保有率の低い世代等に風しん抗体検査・情報提供等を実施

し、先天性風しん症候群（ＣＲＳ）の発生を低減させる。 

 

 

 

 

 

 

 

衛生科学センター 

運営費 

 

103,717 

   (137,137) 

 

国   24,526 

 

繰       9,300 

 

㊀   69,891 

 

衛生科学センターの施設・設備を適切に維持・管理し、同センターを

円滑に運営する。 

 

長１ 衛生科学センターの機能強化            27,697 

   衛生科学センターの老朽化に伴う移転建替による整備に向けて、

整備予定地の地質・測量調査を実施するとともに、PPP/PFI 事業に

かかる技術アドバイザーを活用し実施方針の策定を行う。 

 

   [債務負担行為] 

    期間：令和７年度 

限度額：18,397 

内容：PPP/PFI アドバイザリー業務 
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単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

医療機関等整備費 

 

    220,742 

   （178,247） 

 

国   142,987 

 

起   24,400 

 

㊀   53,355 

 

県民に適正かつ質の高い医療を提供するため、医療提供体制の整備を

図る。 

 

１ 災害医療コーディネーター研修事業          1,500 

   大規模災害発生時に県全体の災害医療全般を調整、指揮する災害

医療コーディネーターの養成および資質向上を図る。 

 

 

 

２ 医療救護活動緊急防災対策事業           94,940 

   災害急性期における被災地へのＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム）

の派遣や、原子力災害発生時の医療体制の整備など、災害時におい

ても必要とされる医療を提供する体制を確立する。 

 

  (1) 原子力災害拠点病院等施設設備整備補助       26,516 

    原子力災害発生時の患者受入れ体制構築のために必要な施設、

資機材を整備する経費に対し補助する。 

 

○新 (2) 保健所非常用自家発電設備改修事業         24,450 

    燃料備蓄が十分でない保健所（草津、東近江、彦根、長浜、高

島）について、非常用発電設備の連続稼働可能時間を延伸するた

め、燃料タンクを増設する。 

 

① 燃料タンク増設工事に係る設計費 10,350 

   ② 燃料タンク増設工事       14,100 

 

   [債務負担行為] 

    期間：令和７年度 

限度額：220,180 

内容：燃料タンクの増設工事 

 

３ 医療施設防災対策推進事業             83,971 

 

  (1) 地域災害拠点病院施設整備事業           83,971 

    災害拠点病院の非常用自家発電設備の整備や新外来棟整備を

補助することで、災害時の安定的な医療体制の確保を図る。 

 

   ・済生会滋賀県病院                30,825 

    令和７年１月～令和８年２月（令和６年度の進捗率 20％） 

   ・淡海医療センター                53,146 

 

○新４ 令和６年能登半島地震対応業務            40,331 

   令和６年能登半島地震を受け、被災自治体にＤＭＡＴ（災害派遣

医療チーム）を派遣するなど被災地支援を行う。 
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単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

【健康しが推進課】 

 

母子保健対策費 

 

 

    22,308 

    (21,629) 

 

国   10,572 

 

㊀   11,736 

 

 

妊娠・出産・子育てを通して切れ目のない支援を行うため、小児在宅

医療体制を整備する。 

 

１ 小児在宅療育支援事業               20,549 

   医療的ケアの必要な小児が安心して在宅療養できる支援体制を

整える。 

 

健康しが推進費 

 

    88,929 

    (91,358） 

 

国   47,343 

 

繰    4,000 

 

㊀   37,586 

 

 

「健康いきいき２１－健康しが推進プラン－」に基づき、各種健康づ

くり事業を推進する。 

 

挑１ みんなでつくる「こころとからだの健康づくり」事業 14,300 

 

   健康づくりに係る活動創出を促すため、「健康しが」共創会議を

開催するほか、活動助成や専門家等による支援を行う。 

 「健康しが」共創会議運営委託          3,000 

「健康しが」活動創出支援事業費補助金   9,000 

 「健康しが」ポータルサイト情報発信事業  1,500 

 

 

 

○新２ 子ども・若者「健康しが」推進事業         4,000 

   歯科健診や朝食の欠食等の若者の健康課題を改善するため、子ど

もや若者の意見を取り入れ、楽しみながら学べるイベントや健康増

進の広告等を行い、企業と連携して若者の健康づくりを進める。 

 

食育推進費 

 

 

      4,765 

     (4,927) 

 

国     1,705 

 

㊀    3,060 

 

「滋賀県食育推進計画」に基づき、健康を視点とした食育を総合的か

つ計画的に推進する。 

 

挑１ 食育推進活動事業                   3,010 

 

 (1) 地域栄養ケア活動体制整備事業            1,760 

    地域での栄養ケアを推進するための体制を整備することによ

り、生活習慣病の発症・重症化予防、高齢者の低栄養・フレイル

予防を図る。 
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単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

生活習慣病対策費 

 

    139,455 

   (140,219)  

 

国   60,481 

 

財     90 

 

繰   10,514 

 

㊀   68,370 

 

滋賀県がん対策の推進に関する条例・滋賀県がん対策推進計画に基づ

き、質の高いがん医療の提供や相談支援など総合的ながん対策を重点的

に推進するとともに、生活習慣病の発症予防・重症化予防対策の推進を

図る。 

 

 １ がん対策強化事業                  6,319 

   小児がんに関する相談支援体制の整備や妊孕性温存の医療費助

成を行う。 

 

 

 

 

 

 ２ がん計画推進事業                 71,230 

   「滋賀県がん対策推進計画」に基づき、患者本位のがん医療の実

現等を目指す。 

 

  (1) がん診療連携拠点病院機能強化事業         70,000 

    がん診療連携拠点病院（４病院）、地域がん診療病院（２病院）

の機能を強化し、診療連携体制の整備、がん患者の支援の充実を

図る。 

 

 

 

 

 

 ３ がん対策推進基金事業               17,882 

   団体等が自主的に行うがんに関する普及啓発に必要な経費を補

助するとともに、ホームページ「がん情報しが」による情報発信等

を行う。 

 

  (1) がん患者のアピアランスサポート事業        3,235 

    治療により外見変化が生じたがん患者を対象に市町が行うウ

ィッグ等の購入費助成事業に対し補助を行う。 

 

 

 

 

 

４ 循環器病対策推進事業                14,600 

   「滋賀県循環器病対策推進計画」に基づき、循環器病の予防と正

しい知識の普及啓発、医療体制の充実等を図る。 
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単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

難病対策費 

 

   2,798,502 

  (2,592,814) 

 

国  1,384,109 

 

繰    2,200 

 

㊀  1,412,193 

 

患者とその家族を支援するため、総合的な難病対策を推進するととも

に、原因が不明であって治療方法が確立していない指定難病について、

特定医療費助成事業により、患者の医療費の負担軽減を図る。 

 

 １ 小児慢性特定疾病対策費              394,295 

 

○新  (1) 移行期医療支援体制整備事業            4,730 

    移行期支援コーディネーターを設置することにより、慢性疾病

児童が円滑に成人期医療を受けられるよう体制整備を図る。 

 

 

 

２ 難病対策推進事業                 25,200 

   安定した療養生活の確保と難病患者およびその家族のＱОＬの

向上を目的とし、難病患者に対する総合的な相談・支援や受入れ病

院の確保ならびに在宅療養上の適切な支援を実施する。 

 

  (1) 難病相談支援センター事業             11,323 

 

  (2) 難病医療提供体制整備事業             9,323 

 

 

 

３ 指定難病特定医療費助成事業             2,378,925 

 

 

 

 

 

歯科保健対策費 

 

65,954 

    (60,172) 

 

国    4,808 

 

繰   26,160 

 

㊀   34,986 

 

滋賀県歯および口腔の健康づくりの推進に関する条例に基づき、歯科

保健の啓発、歯科保健医療体制の整備等を行う。 

 

１ 歯科保健啓発事業                  4,100 

 

 

 

 

 

 ２ 歯科保健医療体制整備事業             58,500 

   障害児（者）が安全に歯科保健医療を受けられる体制の充実を図

る。 
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単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

地域医療総合確保事

業費 

 

    107,750 

   (113,781) 

 

繰   107,750 

 

安心で快適な環境のもとで医療介護サービスが受けられるよう、地域

医療体制の整備等を行う。 

 

１ リハビリテーション提供体制再構築事業       16,036 

   リハビリテーション専門職の確保・定着を進めるとともに、県内

リハビリテーション提供体制の再構築を行うことで地域医療構想

の推進を図る。 

 

 

 

○新２ 腎移植医療体制整備事業              18,799 

    腎移植にかかる人材確保と教育体制の強化により、腎移植体制

整備を図る。 
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単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

【医療福祉推進課】 

 

社会福祉事業振興費 

 

 

    739,923 

   (698,196) 

 

国   33,972 

 

使     124 

 

財     27 

 

繰    8,395 

 

㊀   697,405 

 

 

福祉人材センターの運営や外国人介護人材の受入支援等を通じて福

祉人材の確保等を図る。 

 

１ 福祉人材確保対策事業               78,719 

  (1) 福祉人材センター運営事業             13,422 

    社会福祉法第 93 条に基づき、知事が指定する福祉人材センタ

ーの運営を補助、委託する。 

 

 

  (2) 外国人介護専門職育成事業             4,570 

    介護の専門職を目指す技能実習生および特定技能外国人を対

象に、日本の介護に関する知識や技能向上のための研修を実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域介護総合確保事

業費 

 

    782,832 

  (1,164,173) 

 

国     507 

 

繰   781,233 

 

㊀    1,092 

 

地域医療介護総合確保基金を活用して、介護・福祉人材の育成・確保・

定着を図るとともに、地域密着型サービス施設等の整備を推進する。 

 

１ しがの介護人材育成・確保対策推進事業       143,924 

  (1) 介護のしごと魅力発信事業             15,000 

    県内の介護関係団体が協働して、若年層に向けて介護の仕事の

魅力や職場環境改善に係る情報を発信する取組に対して補助す

る。 

 

 

 

２ 外国人介護人材受入支援事業            30,590 

   国際介護・福祉人材センターにおいて、外国人介護人材の受入れ

に関するマッチング支援、外国人介護職員の育成および定着支援事

業を実施する。 

 

 

 

３ 介護職員職場環境改善支援事業           100,000 

   介護事業所等が行う介護ロボット・ＩＣＴの導入に要する経費に

対して補助する。 
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単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

   

４ 地域密着型サービス施設等整備事業         46,970 

   市町が行う地域密着型サービス施設等の整備に対して補助する。 

 

 

 

 

 

 

 

５ 広域型施設の大規模修繕・耐震化整備事業      138,990 

   介護施設等の新規整備を条件に、既存施設の大規模修繕または耐

震化を行う事業に対して補助する。 

 

 

 

 

 

 

６ 大規模修繕時の介護ロボット・ＩＣＴ導入支援事業  93,929 

   介護施設等の大規模修繕の際にあわせて行う介護ロボット・ＩＣ

Ｔの導入に要する経費に対して補助する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 介護職員の宿舎施設整備事業            84,666 

   介護人材を確保するため、介護施設等に勤務する職員の宿舎を整

備することに対して補助する。 

 

 

 

 

 

○新８ 介護現場革新推進総合事業             21,000 

   業務負担の軽減と質の高いケアを実現する介護現場の革新に資

する取組を促進する事業を実施する。 

 

 

 

 

①介護老人保健施設      １箇所 

②特別養護老人ホーム     １箇所 

①介護老人保健施設      １箇所 

②特別養護老人ホーム     ３箇所 

③小規模多機能型居宅介護   ２箇所 

④認知症高齢者グループホーム ２箇所 

介護職員の宿舎    ３箇所 

①小規模多機能型居宅介護      １箇所 

②定期巡回・随時対応型訪問介護看護 １箇所 

③地域包括支援センター       ３箇所 

①先駆的モデル事業所創出事業委託           6,715 

②ワンストップ型窓口事業委託ほか          14,285 
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単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

介護保険推進事業費 

 

  18,011,101 

  (18,626,862) 

 

国    94,101 

 

使   40,301 

 

財    4,024 

 

繰   147,819 

 

㊀ 17,724,856 

 

介護保険給付に関して法定の負担金を支出するとともに、制度の円滑

な運営や、自立支援・重度化防止に向けた地域包括ケア推進等の取組に

ついて市町を支援する。 

 

１ 介護保険給付費県費負担金           16,974,773 

 

 

 

 

２ 地域支援事業県費交付金              688,443 

 

 

 

 

○新３ 介護者本人やその家族等の生活の質の向上支援事業  1,000 

   企業向けに介護を抱える従業員についての周知啓発、従業員向け

に介護のセミナー等を開催することで、従業員の介護と仕事の両立

を図り、介護する家族等の生活の質の向上につなげる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

レイカディア推進事

業費 

 

    181,032 

   (271,560) 

 

国   10,356 

 

使   47,239 

 

繰    1,081 

 

起   25,400 

 

㊀   96,956 

 

１ 長寿社会福祉センター等管理事業          109,147 

   高齢者が住み慣れた地域で生きがいをもって活躍できる長寿社

会づくりを推進するため、レイカディア大学の運営や、必要な調査・

研究・情報提供などを実施する。 
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単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

認知症施策等総合支

援事業費 

 

    43,160 

    (41,972) 

 

国   20,706 

 

繰     545 

 

㊀   21,909 

 

認知症の早期発見・早期対応のための体制を充実させるとともに、認

知症に関する正しい知識と理解に基づく本人や家族への支援等の取組

を推進する。 

 

１ 医療・相談支援事業                30,291 

   認知症疾患医療センターによる相談・連携体制を充実させ、早期

発見・早期対応につなげることで、本人の不安や家族負担の軽減を

図る。 

 

 

 

 

２ 地域総合支援事業                  3,850 

○新 (1) 「認知症バリアフリー」地域づくり推進事業          1,050 

    認知症になっても、安心して暮らし続けられる地域づくりを推

進するため、認知症の人や家族と企業等との意見交換の実施や企

業等における認知症への対応力向上等の取組の支援を行う。 

 

 

 

 

３ 高齢者権利擁護推進事業               4,899 

   高齢者の権利擁護を推進するため、相談対応や普及啓発、人材育

成等を実施する。 

 

 

 

 

 

老人福祉医療費 

 

    126,265 

   (136,478) 

 

㊀   126,265 

 

低所得の高齢者にかかる医療費負担を軽減するため、市町に対して補

助する。 

 

１ 老人福祉医療費補助                126,265 
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単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

地域医療総合確保事

業費 

 

    103,442 

   (103,193) 

 

繰   103,442 

 

地域医療介護総合確保基金を活用して、在宅医療福祉人材の確保・育

成や体制整備等を図る。 

 

１ 在宅医療人材育成推進事業             41,384 

  (1) 訪問看護支援センター運営事業           27,773 

    訪問看護師の確保・育成と訪問看護ステーションの体制整備を

図るため、訪問看護支援センターの運営を支援する。 

 

 

 

 

 

２ 在宅療養支援基盤整備事業             48,400 

  (1) 地域医療体制整備事業               42,000 

    地域における在宅医療サービス提供体制の確保を図るため、訪

問診療・訪問看護に必要な医療機器等の整備に対し支援する。 

 

 

 

 

 

 

医療機関等指導費 

 

    15,682 

    (16,747) 

 

国    4,269 

 

財     14 

 

繰    9,496 

 

㊀    1,903 

 

 住み慣れた自宅や地域で安心して最期まで暮らし続けたいという希

望を叶えられるよう、医療と介護の連携による支援体制の構築を図る。 

 

 １ 市町在宅医療・介護連携推進事業           2,942 

   市町に対して、在宅医療・介護連携に係るデータの提供や分析に

関するセミナーの実施、医療福祉推進アドバイザーの派遣等を行

い、市町における地域包括ケアシステムの推進を支援する。 

 

 

 

 

 

挑２ 自立排泄支援プロジェクト推進事業          1,900 

   高齢者の自立排泄支援のモデル的な実践として、排泄に関する正

しい知識に関する県民の理解を深めるとともに、支援を担う人材の

育成を行う。 
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単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

【障害福祉課】 

 

障害者福祉対策費 

 

 

   1,574,366 

  (1,581,226) 

 

国    85,009 

 

繰    3,150 

 

諸   217,919 

 

㊀  1,268,288 

 

 

障害福祉の円滑な推進のため、地域支援体制の充実、共生社会づくり

の推進、扶養共済制度の実施、医療費補助制度、障害者の芸術・文化活

動の支援等を行う。 

 

１ 障害者扶養共済制度施行事業費           344,196 

 

 

 

 

２ 重度障害者・児福祉医療事業費          1,056,102 

   重度障害児（者）や重度障害老人の医療費を助成する。令和６年

度から精神障害者に対しても助成の対象を拡充する。 

 

 

 

 

３ 障害者芸術・文化活動推進事業費          31,798 

   公募作品展の開催、ＮＯ－ＭＡ企画展の開催や情報発信、障害者

芸術文化活動支援センターの支援などを通して、障害者芸術・文化

活動の裾野の拡大による社会参加の促進を図る。 

 

①障害者アート公募展開催事業委託          4,798 

  ②障害者造形活動推進事業費補助金          15,000 

  ③障害者芸術文化活動支援センター運営費補助金    12,000 

 

 

４ 障害者差別解消総合推進事業             5,494 

   障害者差別を解消するため、障害者差別のない共生社会づくり条

例に基づく相談・解決の体制を引き続き設置するとともに、「障害

の社会モデル」等の理解を促進するため、障害の社会モデル研修の

開催や出前講座等の取組を行う。 

 

 

 

 

５ 障害福祉人材確保支援事業             14,280 

   支援現場の職場定着および新たな障害福祉人材の確保を図るた

めに、賃金改善に向けた取組を支援する。 

 

  ①福祉・介護職員処遇改善加算等取得促進事業委託   4,830 

  ②ロボット等導入支援事業費補助金          9,450 

 

 

 

 

- 22 -



単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

   

６ 施設入所者地域移行促進モデル事業          1,000 

   新たな入所ニーズに対応するため、地域生活を希望する施設入所

者の地域移行を促進するモデル的な取組を支援する。 

 

 

 

 

 

７ 共生社会の理念の浸透に向けた啓発事業        1,200 

知的・発達障害等の特性について理解を深めることを目的とし

た啓発キャラバン隊による知的・発達障害疑似体験研修事業を実

施し、共生社会理念の浸透を図る。 

 

 

 

 

 

○新 挑８ ＮＯ－ＭＡ20周年記念事業            3,468 

    ＮＯ－ＭＡ20周年を記念し、あらためて障害者の文化芸術活

動の原点に立ち返り、障害のある作家と家族、施設職員らとの

関係性から生み出された数々の作品を国内だけでなく海外に向

けて発信する。 

 

 

 

 

 

○新９ 新条例普及啓発事業                 400 

   令和５年度に施行した滋賀県手話をはじめとする障害の特性に

応じた言語その他の手段による意思疎通等の促進に関する条例を

県民に対し普及啓発する。 
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単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

障害者自立支援費 

 

  12,061,763 

  (11,401,074) 

 

国    993,828 

 

使     10 

 

繰    4,313 

 

起   120,400 

 

㊀ 10,943,212 

 

障害者総合支援法に基づく制度の円滑かつ着実な実施を図る。 

 

１ 障害者自立支援給付費負担金交付事業       8,995,769 

 

 

 

 

２ 自立支援医療費                 2,373,724 

 

 

 

 

３ 重度障害者地域包括支援事業           262,147 

   市町と共同して重度障害児者の入所支援および通所支援を実施

することにより、重度障害児者が地域生活を継続できる地域基盤の

充実を図る。 

 

  (1) 重度障害者地域包括支援事業費補助       125,947 

 

 

 

  (2) 重症心身障害者等施設整備事業費補助      122,475 

 

   ①施設整備          ４箇所     109,225 

   ②個室（専用スペース）整備  １箇所      3,750 

   ③設備設置          ２箇所      7,500 

   ④医療的ケア児者受入体制整備 ２箇所      2,000 
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単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

   

４ 重症心身障害児者・医療的ケア児等支援センター事業 22,870 

   重症心身障害児者や医療的ケア児のワンストップ相談窓口を設

置するとともに、支援人材の育成、関係機関のネットワークの形成

に取り組む。 

 

 

 

 

 

○新５ 医療型短期入所受入促進モデル事業         19,200 

   湖北・高島圏域をモデル圏域とし、病院等が医療型短期入所とし

て、医療的ケア児・者を受け入れた場合に、体制整備に必要な経費

の一部を補助する。 
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単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

障害者就労対策推進

費 

 

    142,220 

   (148,131) 

 

国   44,263 

 

㊀   97,957 

 

生活・就労両面からの相談体制の整備や、就労支援事業所等における

仕事の確保・販路開拓等の就労収入向上、職域の拡大に向けた仕組みづ

くりなどを支援し、障害者の就労促進による経済的自立を図る。 

 

１ 障害者就業・生活支援センター事業         63,798 

   障害のある人の一般就労を促進するため、生活支援の相談体制を

強化し、就業面および生活面の両面からの支援を行う。 

 

 

２ 働き・暮らし応援センター事業            9,671 

   障害者就業・生活支援センターに、職場への定着支援を行う就労

サポーターを配置し、就労と生活上の支援を一体的に行うことで、

障害者の職業生活における自立を促進する。 

 

 

３ 障害者就労支援事業                16,217 

   障害のある人が働くことを通じて、地域生活の経済的な基盤が得

られ、豊かな社会生活を営むことができるよう、就労移行および就

労定着の支援を行う。 

 

  (1) 障害者就労ネットワーク事業            5,204 

 

 

 

社会参加促進事業費 

 

    90,154 

    (89,072) 

 

国   41,411 

 

㊀   48,743 

 

 障害者の自立と社会参加を促進するための各種の事業を行う。 

                                                         

１ 障害者ＩＣＴ活用総合推進事業           18,140 

   ＩＣＴ技術を活用した障害者の社会参加を促進する。 

                                                      

 

 

 

 

 

２ 手話に関する啓発事業                242 

   県民が手話に触れ、手話について学ぶ機会を設けることをもっ

て、手話をはじめとする障害の特性に応じた意思疎通手段に対する

理解を深めるとともに、障害者の社会参加を促進する。 

 

 

○新 挑３ ＩＣＴを活用したスポーツ観戦事業        1,509 

   第 79 回国民スポーツ大会・第 24 回全国障害者スポーツ大会に向

けて、ＩＣＴを活用した音声配信を行うことなどにより、視覚障害

者等がスポーツ観戦を行える取組を実施することで、障害者の余暇

活動の充実を図る。 

①障害者ＩＣＴ支援センター・ＩＣＴサロン運営事業 12,420 

②障害者ＩＣＴボランティア養成・派遣事業        1,630 

③視覚障害者ＩＣＴ講習会・相談支援事業          4,090 

- 26 -



単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

障害者医療福祉相談

推進事業費 

 

    88,165 

    (88,279) 

 

国   37,487 

 

㊀   50,678 

 

複雑困難な相談に、高い専門性で一貫した対応を行うため、専門相

談機関が集まる医療福祉相談モールにより、地域の相談体制の強化を

図る。 

 

１ 発達障害者支援センター運営事業          59,724 

 

２ ひきこもり支援センター事業             3,613 

 

３ 高次脳機能障害対策事業              16,105 

 

①高次脳機能障害支援センター運営事業委託   12,663 

    ②高次脳機能障害普及啓発事業委託        1,200 

   ③高次脳機能障害圏域ネットワーク事業委託    1,960 

   ④高次脳機能障害家族会補助金           200 

 

 

民間児童福祉施設等

整備助成費 

 

    374,783 

   (411,868) 

 

国   249,854 

 

起   124,900 

 

㊀       29 

 

心身障害児者の地域生活等を支援するため、社会福祉法人等が行う障

害者支援施設、障害福祉サービス事業所、障害児通所支援事業所等の整

備に要する経費に対し助成する。 

 

１ 障害児者施設等整備助成費            374,783 

 

  (1) 民間心身障害児者施設整備費補助（３箇所）    374,783 

 

    ①創設            ２箇所     234,526 

    ②大規模修繕         １箇所     140,257 

  

児童福祉施設運営費 

 

4,562,047 

      (455,127) 

 

国      37,389 

 

分        912 

 

使      29,626 

 

財         276 

 

繰     700,000 

 

諸       4,563 

 

起  3,283,000 

 

○一      506,281 

 

県立の児童福祉施設等の運営を行うとともに、利用者の福祉向上を

図るため、施設や設備の整備等を行う。 

 

長１ 近江学園事務費                             4,131,988 

近江学園の老朽化に対応するため、ＰＦＩ事業により建替えを 

行う。 
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単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

精神保健福祉センタ

ー費 

 

    55,541 

    (45,066) 

 

国    1,739 

 

諸    8,840 

 

㊀   44,962 

 

精神保健福祉法の規定に基づき、精神保健福祉に関する本県の技術

的中核機関としての業務を実施する。 

                                                         

 １ 精神保健福祉センター事業管理費          23,957 

○新 (1) ボートレース事業におけるギャンブル依存症調査研究事業 

8,800 

    ボートレースのインターネット投票利用者を対象とした医学

的見地に基づくギャンブル依存症発症予防に資する調査研究を

実施する。 

 

 

 

 

精神保健福祉対策費 

 

    296,266 

   (271,699) 

 

国   75,933 

 

諸     565 

 

㊀   219,768 

 

 

より良い精神医療の確保、地域精神保健福祉施策の充実を図る。 

 

１ 精神科救急医療システム事業            94,825 

 

 

２ 精神障害者地域生活支援事業            66,164 

 

 

○新３ 精神障害者権利擁護事業               1,200 

   精神科病院における入院者の権利擁護を図るため、訪問支援員

が入院者を訪問し必要な情報提供を行う。また、精神科病院にお

ける虐待通報の窓口を設置し、虐待の防止や障害者の保護等の対

応ができる体制を整備する。 

 

 

○新４ 災害精神保健医療体制整備事業           1,062 

   災害時の精神保健医療体制を整備するため、災害拠点精神科病

院の施設・設備等の整備、ＤＰＡＴ（災害派遣精神医療チーム）

の養成、総合防災訓練等への参加の支援を行う。 

 

○新５ こころのケアチーム派遣事業             3,246 

    令和６年能登半島地震の被災地に、ＤＰＡＴ（災害派遣精神医

療チーム）を派遣し、精神医療の提供や精神保健活動の支援を行

う。 
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単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

   

６ ひきこもり者と家族が孤立しない地域支援体制づくり事業 

7,025 

   各圏域のネットワーク機能を活かし、ひきこもり者や家族の居場

所や交流の機会づくり、気持ちに寄り添った丁寧な訪問や面接等の

支援を実施する。 

 

 

 

７ 依存症総合対策事業                4,350 

   依存症対策を総合的に推進するため、関係機関による協議会を開

催するとともに、広く県民を対象とした啓発活動の実施や当事者団

体の活動支援を行う。また、依存症治療拠点機関（精神医療センタ

ー）において、医療機関向けの研修や情報発信等を行う。 

 

 

 

 

自殺対策推進費 

 

    42,258 

    (61,784) 

 

国   35,079 

 

㊀    7,179 

 

 

自殺予防のための啓発事業の実施や、市町、民間団体の取組について

支援を行う。                       

 

１ 地域自殺対策強化事業               40,164 

 

  (1) 市町自殺対策強化事業費補助          27,508 

 

 

 

  (2) ＳＮＳを活用した自殺予防情報発信事業       400 

 

 

 

  (3) ＳＮＳを活用した自殺予防相談事業        7,120 

 

 

 

２ 自殺対策推進センター運営費             2,094 

   自殺対策の取組を総合的に推進するため、実態把握や情報収集、

相談体制の充実、ゲートキーパー養成および市町自殺対策計画に基

づく取組の支援等を行う。 
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単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

【薬務課】 

 

臓器移植・腎不全対策

費 

 

 

     2,432 

    (2,432) 

 

㊀    2,432 

 

 

骨髄バンク事業に対する県民の理解を深め、骨髄等の移植の推進を図

る。 

 

１ 骨髄移植対策推進事業                2,432 

 

  (1) 骨髄等移植ドナー助成事業費補助金         1,925 

 

 

地域医療総合確保事

業費 

 

      686 

     ( - ) 

 

繰     686 

 

在宅医療で薬剤師が果たすべき役割を明確にし、患者が望む場所で療

養を続けられるように支援体制を整備する。また、高度な薬学管理を行

える薬局を増やし、地域における在宅緩和ケアを推進する。 

 

○新１ 在宅支援薬局普及推進事業              686 

 

薬事衛生推進費 

 

    22,220 

    (74,734) 

 

国    1,028 

 

使   10,078 

 

㊀   11,114 

 

医薬品の適正使用を推進するため、薬事関係者の資質向上や医薬品等

の安全対策を図る。 

 

１ 薬事衛生の推進                   7,666 

 

 

 

２ 薬局開設等許可事務                 7,770 

 

 

 

３ 薬事関係団体の指導育成               6,784 

 

 

 

 

①ドナーに対する助成            1,750 

②ドナーが勤務する事業所に対する助成     175 
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単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

薬業振興対策費 

 

    23,608 

    (23,235) 

 

使    6,114 

 

㊀   17,494 

 

本県の代表的地場産業である「薬業」を振興するため、製薬企業への

製薬技術の向上支援などを行う。 

 

１ 滋賀のくすり振興対策費               6,024 

 

 

２ 医薬品等の試験検査                 5,176 

 

 

 

薬物乱用防止対策費 

 

    12,114 

    (12,182) 

 

国     58 

 

使    4,455 

 

㊀    7,601 

 

危険ドラッグをはじめとした薬物乱用の有害性について広く周知し、

麻薬等取扱者等に対しては、適正な取扱いや保管管理を指導するととも

に必要な取締りを行う。 

 

１ 薬物乱用防止啓発活動                6,703 

 

 

２ 麻薬等取扱者に対する指導取締り           4,500 

 

  (1) 危険ドラッグに対する指導取締強化事業       3,484 

 

 

 

献血対策費 

 

    6,126 

    (6,126) 

 

㊀   6,126 

 

献血により県民の医療に必要な血液を確保するため、献血思想の普及

啓発を行う。特に、将来の輸血医療を支える若年層の献血気運の醸成を

図る。 

 

１ 献血思想の普及啓発                 6,126 

 

 

- 31 -



単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

【生活衛生課】 

 

衛生的環境推進事業

費 

 

 

    37,015 

    (36,840) 

 

国   13,022 

 

使    5,512 

 

㊀   18,481 

 

 

理・美容所、旅館・ホテル、クリーニング店、公衆浴場等の生活衛生

関係営業施設に対して、法令に基づく監視指導および生活衛生営業指導

センターとの連携により、衛生水準の確保・向上を図る。 

 

１ 生活衛生推進事業                  6,920 

    

 

 

 

 

 

 

２ 生活衛生指導助成事業               30,095 

 

  (1) 生活衛生営業指導センター事業費補助        30,095 

    （公財）滋賀県生活衛生指導センターが実施する経営相談や

振興事業について補助することにより、健全な衛生水準の維持

向上等を図る。 

   ① 滋賀県生活衛生営業指導センター補助金 26,045 

   ② 生活衛生営業振興事業補助金       4,050 
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単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

動物保護管理推進事

業費 

 

82,340 

    (89,673) 

 

使    7,040 

 

寄     530 

 

繰    2,700 

 

諸    1,000 

 

㊀   71,070 

 

滋賀県動物愛護管理推進計画に基づき、犬・猫等の動物の適正な飼養

を指導するとともに、関係団体と連携して動物愛護の普及啓発に取り組

む。 

 

１ 動物愛護普及事業費                 5,682 

 

  (1) 動物愛護管理支援事業               2,150 

    飼い主のいない猫の減少および周辺の生活環境の保全を図る

ための「地域猫活動」を支援する。 

 

 

 

 

 

 ２ 動物保護管理センター運営事業           10,278 

 

 

 

 ３ 動物保護管理事業                 60,880 

 

  (1) 動物管理業務                   59,552 

    野犬等の保護、犬猫の引取・回収、犬猫の適正飼育指導等一

般財団法人滋賀県動物保護管理協会に委託して実施する。 

 

 

 

 

４ 人と動物の豊かな関わり推進事業           5,500 

   犬猫との関わる暮らしにより心の健康に資するとともに、犬猫 

も心身共に健康を保てるよう、あらゆる世代に向けて適正な飼育 

方法や災害時の同行避難に関する知識等の理解を深めるとともに、

多頭飼育者支援を始めとする地域との連携をより深めていく。 

   ① ワークショップ、譲渡会等企画・運営       3,800 

   ② 多頭飼育対策事業補助金           600 

   ③ 福祉関係者との勉強会             72 

   ④ ミルクボランティア育成           852 

   ⑤ 適正飼養啓発資材作成              125 
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単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

食品衛生推進事業費 

 

61,285   

(53,377) 

 

国     988 

 

使   30,391 

 

㊀   29,906 

 

食品関係営業施設に対して、法令に基づく営業許可、監視指導、ＨＡ

ＣＣＰに沿った衛生管理の周知、助言、試験検査および食中毒対策を実

施するとともに、滋賀県食の安全・安心推進条例に基づき、食の安全に

関する社会的信頼の構築に取り組む。 

 

１ 食の安全確保推進事業                8,882 

    

 

 

 

 

 

２ 食品・添加物試験検査事業             35,000 

   ① 食品等の試験検査機器のリース料    6,598 

   ② 食品等の試験検査機器の購入経費    7,920  

 

 

 

 

 ３ 食中毒予防対策事業                 6,944 

 

 

 

 

４ 食品衛生指導対策事業                8,068 

   ① 食品衛生普及啓発活動事業補助金    4,724 

   ② 食品衛生推進事業委託         1,312 

 

 

 

 

５ 食品安全監視センター事業費             2,203 
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単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

水道事業総務費 

 

    510,039 

   (398,835) 

 

国   501,397 

 

㊀    8,642 

 

水道水の安全・安定供給の維持のため、耐震化等を目的とした水道

事業者への支援ならびに水道施設への立入検査や水質監視の調査を実

施するとともに、水道事業の経営安定化に資する広域連携の推進を図

る。 

 

１ 水道生活基盤施設耐震化等事業（９事業者）     495,005 

 

 

 

 

 

 

２ 水道施設維持管理指導事業              8,261 

 

 

 

 

 

３ 水道広域化推進事費                  434 
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単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

【医療保険課】 

 

国民健康保険健全化

対策費 

 

 

  10,860,375 

  (10,931,002) 

 

㊀ 10,860,375 

 

 

 

１ 国民健康保険給付対策費補助金（19市町）      184,506 

   福祉医療制度により波及した医療費増嵩分について国庫負担金

が減額されることから、市町国保財政の安定化を図るため、補助

金を交付する。 

 

２ 国民健康保険基盤安定対策費負担金（19 市町）   3,701,462 

  低所得者等の保険料軽減相当額に対し一定割合を法令に基づき

県費負担し、国保財政基盤の安定化を図る。 

 

   ① 低所得者に係る保険料軽減分       3,681,050 

   ② 子どもに係る保険料均等割軽減分       16,557 

   ③ 産前産後期間に係る保険料減免分           3,855 

 

 

３ 都道府県繰出金                5,892,513 

   法令に基づき、医療給付費等に要する費用の一部を負担する。 

 

後期高齢者医療費等

対策費 

 

17,650,675 

  (16,356,660) 

 

国   53,160  

 

分   53,160 

 

財     637 

 

㊀ 17,543,718 

 

１ 後期高齢者医療給付費県費負担金（広域連合）  13,685,828 

  法令に基づき、医療給付費に要する費用の一部を負担する。 

 

 

 

２ 後期高齢者医療財政安定化基金造成事業       160,117 

   後期高齢者医療制度財政の安定化を図るため、財政リスクに応じ

て県、国、広域連合それぞれの拠出金により基金を造成する。 

 

 

 

３ 後期高齢者医療基盤安定対策費負担金（19市町）  2,495,563 

   低所得者等の保険料軽減相当額に対し一定割合を法令に基づき

県費負担し、後期高齢者医療制度の財政基盤の安定化を図る。 

 

 

 

４ 後期高齢者医療高額医療費県費負担金（広域連合） 1,305,280 

   法令に基づき、高額医療給付費に要する費用の一部を負担する。 
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単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

【国民健康保険事業

特別会計】 

 

普通交付金 

 

 

 

88,578,005 

(89,923,674） 

 

国 19,959,262 

 

分 22,900,472 

 

繰  4,111,186 

 

越   500,000 

 

諸 41,107,085 

 

 

 

 

市町が行った療養の給付等に要した費用を交付する。 

 

 

１ 普通交付金                   88,578,005 

 

 

 

 

 

 

特別交付金 

 

2,197,990 

(2,192,597) 

 

国  1,224,333 

 

繰   973,657 

 

１ 特別交付金保険者努力支援分            797,370 

   市町に対し被保険者の健康の保持増進その他の医療費の適正化 

等に係る取組に応じて交付する。 

 

 

２ 特別交付金特別調整交付金分（市町分）       262,447 

   市町に対し災害その他の特別の事情に応じて交付する。 

 

 

３ 特別交付金都道府県繰入金（２号分）        809,141 

   市町に対し財政状況その他の事情に応じて交付する。 

 

 

４ 特別交付金特定健康診査等負担金          329,032 

   市町に対し特定健康診査および特定保健指導に要する費用に応 

じて負担する。 

 

後期高齢者支援金等 

 

  17,299,527 

  (17,375,750) 

 

国  7,274,278 

 

分  8,468,380 

 

繰  1,556,869 

 

後期高齢者医療制度の給付費用の一部に充てるため、後期高齢者支援

金を納付する。 

 

１ 後期高齢者支援金               17,298,539 
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単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

介護納付金 

 

5,506,250 

(5,586,654) 

 

国  2,322,147 

 

分  2,688,541 

 

繰   495,562 

 

介護保険の給付費用の一部に充てるため、介護納付金を納付する。 

 

１ 介護納付金                   5,506,250 

 

共同事業拠出金 

 

392,797 

(366,041) 

 

国   75,081 

 

分   317,716 

 

 

高額医療費に対する保険者の支払いリスクを緩和し、保険者の財政安

定に資する特別高額医療費共同事業の拠出金を納付する。 

 

１ 特別高額医療費共同事業事業費拠出金        392,677 
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令和６年度 国民健康保険事業特別会計当初予算の概要

１．予算算定における基礎数値

Ｒ６当初予算 Ｒ５当初予算 増減

被保険者数 239,775人 251,076人 4.5％減

一人当たり医療給付費 366,448円 355,238円 3.2％増

※国庫補助金、前期高齢者交付金、後期高齢者支援金等については、国から示された確定係数に基づき算定

２．歳入・歳出の見込み等

Ｒ６年度 Ｒ５年度 増減

一人当たり標準保険料 132,651円 124,498円 8,153円増 6.55％増

※実際の市町保険料は、繰越金や市町基金を活用して調整しているため、標準保険料とは一致しない。

（金額 単位：千円）

歳入 Ｒ６当初 Ｒ５当初 前年比 歳出 Ｒ６当初 Ｒ５当初 前年比

分担金及び負担金 34,395,353 34,277,815 100.34% 総務管理費 64,375 61,206 105.18%

国庫支出金 31,473,628 31,179,672 100.94% 普通交付金 88,578,005 89,923,674 98.50%

繰入金 7,199,017 7,677,289 93.77% 特別交付金 2,197,990 2,192,597 100.25%

都道府県繰入金 5,892,513 5,925,761 99.44% 後期高齢者支援金等 17,299,527 17,375,750 99.56%

基金繰入金 0 370,805 0.00% 介護納付金 5,506,250 5,586,654 98.56%

その他繰入金 1,306,504 1,380,723 94.62% 共同事業拠出金 392,797 366,041 107.31%

繰越金 500,000 500,000 100.00% 償還金 1,489 1,948 76.44%

前期高齢者交付金等 41,107,902 42,176,124 97.47% その他支出金 635,467 303,030 209.70%

合 計 114,675,900 115,810,900 99.02% 合 計 114,675,900 115,810,900 99.02%

３．一人当たり標準保険料
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４．一人当たり標準保険料の主な増減要因

５．一人当たり標準保険料の推移

（単位：円）
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